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訪問介護 重要事項説明書 

 

１ 事業所が提供するサービスについての相談窓口 

   電話 ０７５－８５４－８８０８（午前８時３０分～午後５時３０分） 

   担当 サービス提供責任者   林 有里子  磯部有里子 

※ ご不明な点は、なんでもおたずねください。  

 

２ 事業所の概要 

 （１）提供できるサービスの種類と地域 

事業所名 社会福祉法人北桑会 

所在地 京都市右京区京北上中町宮ノ下２２番地 

介護保険指定番号 訪問介護（２６７０７００４６３号） 

サービスを提供する地域 京都市右京区京北地域 

 

 （２）事業所の職員体制 

  当事業所では、ご利用者に対して指定訪問介護サービス及び指定介護予防訪問介護サービスを 

提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 資 格 常 勤 非常勤等 計 

管  理  者  １名（兼務）  １名 

サービス提供責任者 介護福祉士 ２名  ２名 

事 務 職 員  １名（兼務）  １名 

従事者 介護福祉士・１級修了者・２級修了者 ２.５名以上 

 

（３）サービスの提供時間帯 

 通常時間帯 

8:00～18:00 

早  朝 

7:00～8:00 

夜  間 

18:00～22:00 

月～日（無休） ○ ○ ○ 

※ 時間帯により料金が異なります｡ 

３ 事業所の訪問介護サービスの特徴等 

運営の方針 

  北桑会は社会福祉法人という公共性・公益性の高い民間団体という立場から、誠意をもって、良心的にサ

ービスを実施します。事業者は利用者の心身の状況や家族環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令及び

この契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図

りながら、利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止の為、適切なサービスの提供に努めます。 

   

４ サービス内容 

＊訪問介護サービス（経過的要介護、要介護１～５の方に対してのサービス）では、利用者に対するサービス

の実施内容、実施日、実施回数は、居宅サービス計画（ケアプラン）を踏まえた訪問介護計画に定められます。 

 （1）身体介護 

食事介助・入浴介助・排泄介助・清拭・体位変換・移動移乗 等 
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(2) 生活援助 

    買物・調理・掃除・洗濯 等 

（3）その他のサービス 

     介護相談等 

 

５ 利用料金 

 （１）利用料 

  それぞれのサービスについて、通常の時間帯（8:00～18:00）での料金は次の通りです。介護保険からの 

給付サービスを利用する場合は、通常 9 割が介護保険から給付されます。ただし、介護保険の給付の範囲を 

超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

 

【訪問介護サービス単位表 要介護１～５の方】 

全てサービス内容ごとの単位で計算されています  1単位 10.70円 

サービス内容 身体介護 身 体 介 護 に 引 き 続 き  

生活援助を行う場合 

生活援助 

サービス区分 身体 01 身体 1 身体 2 身体 1生活 1  身体 2 生活 1 生活 2 生活 3 

サービス時間 20 分未

満 

20 分～

30分 

30 分～

60分 

所要時間が 20分から起算し

て 25 分を増すごとに 65 単

位を加算（195 単位を限度と

する） 

20 分～

45分 

45 分

～ 

本単位 163 244 387 309 452 179 220 

① 特別地域訪問介護加算 

本単位×15％ 

24 37 58 46 68 27 33 

② 訪問介護処遇改善加算

Ⅱ 

（本単位＋①）×22.4％ 

42 63 100 79 

 

116 

 

46 57 

初回加算 200／月 

緊急時訪問介護加算 100／回 

     

 ※ 介護サービス費の介護保険給付額を引いた自己負担分をお支払いいただきます。 

令和元年 8 月より一定以上の所得のある方は、サービス利用時の負担割合が 2 割・3 割となる場合もあり

ます。毎年 6～7月頃に市区町村より交付される「負担割合証」にて確認させていただきます。 

※ 早朝（午前７時～午前８時）・夜間（午後６時～午後１０時）は上記、訪問介護利用料金表の２５％増し

の料金となります。 

 ※ 上表の料金設定の基本となる時間は、実際のサービス提供時間でなく、利用者の居宅サービス計画 

（ケアプラン）に定められた目安の時間を基準とします。 

 ※ やむを得ない事情で、かつ利用者の同意を得て、２人で訪問した場合は、２人分の料金となります。 

 ※ ご利用者が要介護認定を受けていない場合は、サービスの利用料金の全額をいったんお支払いいただき 

ます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。 

償還払いとなる場合保険給付の申請を行なうために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を 
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交付します。 

※ 介護保険の給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を変更します。 

（２）キャンセル料 

キャンセル料は、前日までにご連絡いただいた分については無料としますが、当日キャンセルの場合は 

１，０００円頂戴いたします。出来るだけ前日までにご連絡いただきますよう宜しくお願いいたします。        

（連絡先 電話 ０７５－８５４－８８０８） 

 （３）その他 

① 利用者の方の住まいで、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電気等の費用は利用者の

方のご負担になります。 

②  料金のお支払い方法 

    毎月、１５日までに前月分の請求をいたしますので、２７日末までにお支払いください。 

お支払いいただきますと、領収証を発行します。お支払い方法は、銀行振込、現金集金、口座自動引き 

落とし（農協・郵便局）の３通りの中からご契約の際に選べます｡ 

 

６ サービスの利用について 

 （１）サービスの利用開始 

    居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談ください。当事業所よ

り職員がお伺いいたします。訪問介護計画作成と同時に契約を結び、介護保険被保険者証・負担割合証

をご提示いただき、事業所は写しを保管しサービスの提供を開始します。 

（２）サービスの終了 

  ① 利用者の方のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書でお申し出ください。 

② 事業者の都合でサービスを終了する場合 

   人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合があります。その場合は 

終了１ヵ月前までに文書で通知いたします。 

③ 自動終了 

   以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

   ・利用者の方が介護保険施設に入所された場合 

・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の方の要介護・要支援認定区分が非該当（自立）と認定さ 

れた場合 

   ・利用者の方がお亡くなりになった場合 

  ④ その他 

・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者の方やご家族

などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合又は当事業所が破産した場合、利用者の方は文書で

解約を通知することによって即座にサービスを終了することができます。 

・利用者の方がサービス利用料金の支払を３ヵ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにも拘わらず 

１ヵ月以内に支払わない場合又は利用者の方やご家族などが当事業所や当事業所のサービス従事者に 

対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービ 

スを終了させていただく場合があります。 

 （３）サービス利用にあたっての留意事項  

    サービス利用にあたってご留意いただきたいことは以下の通りです。 
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① サービス提供の際、訪問介護員等は以下の業務を行うことができませんのであし 

からずご理解ください。 

   ＊「医師法第 17条・歯科医師法第 17条及び保健師助産師看護師法第 31条の解釈について」2005.7.26 

   通知以外の行為 

   ＊各種支払いや年金等の管理、金銭の貸借など、金銭に関する取り扱い 

   ＊他の家庭の方に対する食事の準備など 

   ②訪問介護員に対し、贈り物や飲食物等の提供はお断りいたします。 

   ③体調や様態の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、出来る限り早めに居宅介護事業所

の担当者へご連絡ください。 

事      項 有無 備        考 

ホームヘルパーの変更の可否 ○ 変更を希望される方はお申し出ください 

男性ヘルパーの有無  ×  

訪問介護員への研修の実施 ○ 定期的にヘルパー研修を実施しています 

 

 

７ 非常災害対策 

    事業者は非常災害その他緊急の事態に備え、業務継続計画（ＢＣＰ）を作成し、研修及び訓練を行いま 

す。また、常に関係機関と連絡を密にし、非常災害時には必要な措置を講じます。利用者（その家族） 

とは、非常災害時の対応について定期的に確認します。 

サービスの提供中、災害の発生等の有事の際によりサービスの実施や継続ができなくなった場合には、 

訪問の遅延や中止となることがあります。 

 

８ 事故発生時の対応 

    サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族・関係医療機関・市区町村等への連絡を行うなど 

    必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の場合には 

    損害賠償を速やかに行います。 

 

９ 緊急時の対応方法 

   サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、主治医､救急車､親族､居宅

介護支援事業者等へ連絡いたします。 

主治医 主治医氏名  

電話番号  

ご家族 氏   名  

電話番号  

ご家族 氏   名  

電話番号  

 

10 守秘義務に関する対策 

   事業者及び訪問介護員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保守します。 

   また、退職後においてもこれらの秘密を保守するべき旨を、従業者との雇用契約の内容としています。 
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11 身体拘束の適正化 

   原則として利用者自由を制限するような身体拘束は行いません。ただし、下記のとおり、緊急やむを得な 

い理由により拘束をせざるを得ない場合は事前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとと 

もに、その対応及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。 

⑴ 緊急性：直ちに身体拘束を行わなければ利用者又は他人の生命・身体に危険が及び事が考えられる場

合 

⑵ 非代替性：身体拘束以外に、利用者又は他人の生命・身体に危険が及ぶことを防止することができな

い場合 

⑶ 一時性：利用者又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、直ちに身体拘束

を解く 

 

 

12 高齢者虐待防止に関する対策 

   人権の擁護・虐待の発生・その再発を防止するために、次の措置を講じます。 

⑴ 虐待の防止のための対策を検討する委員会及び虐待防止のための研修を定期的に行います。（研修は年

2 回）なお、委員会や研修は関係する職種や取り扱う事項等の相互に関係が深いと認められる他の会

議体を設置している場合は、その会議体と一体的に設置・運営しても差し障りないものとします。 

⑵ 虐待防止の指針を整備し、必要に応じて見直しを行う。なお、法人他の事業所と共同作成とし、随時

見直し等を行います。 

⑶ 身体拘束の防止及び廃止のための委員会及び身体拘束等の適正化のための研修を定期的に行います。 

（研修は 2 回）また、新規採用時には必ず身体拘束等の適正化の研修を実施します。なお、委員会や

研修は関係する職種や取り扱う事項等の相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場

合は、その会議体と一体的に設置・運営差し障りないものとします。 

 

13 衛生管理のための対策 

   事業所において利用者に関わる際の衛生管理に務めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。また、 

事業所において感染症又は食中毒の発生・及び蔓延しないように次に掲げる措置を講じます。 

⑴ 感染症又は食中毒の発生、および蔓延の防止のための対策委員会及び職員に対する研修を定期的に開

催します。（研修は年 2 回）。なお委員会や研修は関係する職種や取り扱う事項等の相互に関係が深い

と認められる他の会議体を設置している場合は、その会議体と一体的に設置・運営しても差し障りな

いものとします。 

⑵ 感染症または食中毒の発生、及び蔓延の防止ための指針を整備します。なお、法人他の事業所と随時

見直し等を行います。 

⑶ 平時に備え、初動対応、感染拡大防止体制の確立に関する業務継続計画を策定します。 

 

14 就業環境確保のための対策 

   事業所において適切なサービス提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な 

   関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害さ 

れる事を防止するための方針の明確化等の必要な措置を内外へ講じます。 
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15 サービス内容に関する苦情 

①  当事業所相談 苦情担当  

     担当 林 有里子・磯部有里子      電話０７５－８５４－８８０８ 

②  その他 

     当事業所以外に、市町村の相談･苦情窓口または第三者委員等に苦情を伝えることができます。 

      京都市右京区役所京北出張所 保健福祉第一担当 電話０７５－８５２－１８１５ 

      京都市右京区京北地域包括支援センター 電話０７５－８５４－１１１１ 

      京都府国民健康保険団体連合会 介護保険課 介護管理係 相談担当 

                             電話０７５―３５４－９０９０ 

      第三者委員 

        市野 浩子  

        竹中 織恵  
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令和   年   月   日 

 

 

 訪問介護の提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づき重要な事項を説明しました。 

 

         事業者 所在地  京都市右京区京北上中町宮ノ下２２ 

             名 称  社会福祉法人北桑会 

 

                      理事長 溝口 武美  ㊞ 

 

             説明者 所属  社会福祉法人北桑会 

                 

                      氏名   

                 

 私は、契約書及び本書面により、事業者から訪問介護についての重要事項の説明を受け・同意し交付を受けま

した｡ 

 

 

         利用者 住所  京都市右京区京北    町 

 

             氏名                ㊞ 

 

 

         ご家族 住所 

 

             氏名                ㊞ 

 

              利用者との続柄（         ） 


